
事項 進捗状況（令和６年度～）

予防に関する知識の普及、早期発見・治
療に繋がる検診受診率及び精密検診受診
率向上に向けた取組の推進（イベント行事
での啓発等）

市町村のがん検診実施体制の広域的調
整及び整備の支援

胃カメラによる受診率向上のため、「京都
府胃がん内視鏡検診管外受診制度」を活
用した検診実施体制の強化と人材育成の
推進

受動喫煙対策を進めるための取組（学校
が実施する防煙教育に対して必要に応じ
て支援、教材・啓発媒体の貸し出し等）

地域がん診療病院における相談支援及び
研修、地域への情報発信の強化

外来、退院患者が安心して在宅療養が送
れるよう病院、診療所、歯科診療所、薬
局、訪問看護事業所等の連携体制の強化

看とりのできる在宅療養の関係機関や従
事者を確保

相談支援センター等相談機関と連携し、が
んとの共生社会の推進

◆京都山城総合医療センターがん相談センター、京都府相談支援センター等に関する
啓発と連携を実施

◆京都山城総合医療センター（地域がん診療病院）における取組
・がん相談支援センターを設置し、患者や家族からの様々な相談に応じることで、安心
して療養生活が送れるよう支援を実施
・緩和ケア専門チームによるを緩和治療等きめ細かいケアを提供
・がん専門医によるセカンドオピニオンを実施
・患者や家族同士が意見を交換するサロンを実施

「地域における主な課題と対策（山城南地域）」の進捗状況について

対策の方向

地
域
医
療
連
携
体
制
の
構
築

相楽医師会、山城歯科医師会、相楽薬剤師
会、京都山城総合医療センター、介護支援
専門員会、各市町村、当保健所等を参加団
体とする「きづがわねっと」などの多職種
連携組織の取組の充実・強化を支援

急性期の治療が終わった患者のスムーズな
在宅療養移行を目指し、病院、診療所（歯
科を含む）、訪問看護、薬局、介護サービス
事業所など関係機関の連携体制の強化を
支援

東部における持続可能な地域包括ケアシス
テムの構築の推進

医療、保健、福祉分野の関係機関の連携に
よる継続かつ適切な地域リハビリテーショ
ンの推進

他圏域、他府県との連携体制を構築

◆多職種連携の場である「きづがわねっと」による講演会や研修会の開催を通じて顔
が見える関係づくりを推進
　・きづかわねっとネットワーク会議の開催（年６回）
　・寸劇を通じて実施する多職種によるACP・看取りに関する啓発（R6.6.2、精華町ふれ
あいまつり）
　・「認知症を学ぶ会」の開催（①R6.7.11 ②R6.11.30）
　・多職種連携講演会の開催（①R6.10.26災害、 ②R7.2.22認知症）

◆山城南地域医療構想調整会議・保健医療協議会を開催し、地域の医療提供体制の
現状と課題を共有（R7.1.23 ）

◆山城南地域リハビリテーション支援センター（府指定：京都山城総合医療センター）
が、地域のリハビリ技術向上を図るため、介護事業所等の職員に対する研修や巡回
相談を実施（R６：40件）

◆医療・看護サービスの利用実態に応じ、関係団体を拡大し、意見交換を実施
（R7.3.14、山城南地域難病対策協議会にて奈良県訪問看護ステーション協議会に呼
びかけ）

●予防・検診

が
ん

●医療連携等

◆学校保健との連携や、地域職域連携事業を通じて、がんの予防、早期発見に関す
る府民への正しい知識の普及啓発を実施（R６：①中高生を対象とした命のがん教育：
２校、②商工会会員を対象としたがん受診啓発：２回）

◆京都府胃がん内視鏡検診管外受診制度認定実施医療機関の拡大や円滑な実施に
向けて市町村とともに推進（R６：精華町が実施。山城南地域の契約医療機関は３箇
所）

◆学校と連携した防煙教育の継続により受動喫煙防止を推進（R６：①防煙教育２回、
②媒体貸し出し３件）

●相談・支援等
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事項 進捗状況（令和６年度～）

◆市町村など関係機関が実施する健康づくりイベントにおいて、血管年齢測定や禁煙
相談等の啓発を実施（R６：８回）

◆令和3年度に圏域内で広域化した個別健診体制の効果評価とともに受診率等のさら
なる向上を推進

◆脳疾患による救急搬送件数のうち、山城南医療圏内の医療機関への搬送割合は、
令和６年の実績で50.3％であるが、山城北医療圏への搬送割合は35.7％、奈良県へ
は12.6%となっている。

◆京都山城総合医療センターが令和５年４月に回復期リハビリテーション病棟（３４床）
を開設するとともに、脳卒中相談窓口を開設し、治療やリハビリテーション、介護や就
労などの様々な相談に対応

予防に関する知識の普及＜再掲＞

心
筋
梗
塞
等
の
心
血
管
疾
患

◆令和3年度に圏域内で広域化した個別健診体制の効果評価とともに受診率等のさら
なる向上を推進

◆糖尿病重症化予防地域戦略会議を開催し、相楽医師会等の関係団体や市町村と
情報交換を行うとともに、市町村が実施する未受診者対策等の取組を支援
（R7.3.13、医療機関と市町村間の連絡様式を活用した連携の推進、従事者研修の実
施など検討）

◆市町村など関係機関が実施する健康づくりイベントにおいて、血管年齢測定や禁煙
相談等の啓発を実施（R6：８回）

◆令和3年度に圏域内で広域化した個別健診体制の効果評価とともに受診率等のさら
なる向上を推進

◆循環器疾患による救急搬送件数のうち、山城南医療圏内の医療機関への搬送割合
は、令和６年の実績で60.4％であるが、山城北医療圏への搬送割合は11.4％、奈良県
へは24.4％となっている。

◆山城南地域リハビリテーション支援センター（京都山城総合医療センター）にて、リハ
ビリ技術の向上を図るため、介護事業所等の職員に対する研修や相談を実施

入院中から各関係機関が、日常生活復帰ま
での連携計画等共有し、安心してリハビリ
テーションの受けられる環境整備を図る。

継続的なリハビリテーションの提供のため、
圏域内での「顔の見える関係」を活かし
た病院、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、
かかりつけ薬剤師、介護サービス事業者
等による連携体制の一層の強化

予防に関する知識の普及

◆山城南地域リハビリテーション支援センター（府指定：京都山城総合医療センター）
が、介護事業所等の職員に対する研修実施や関係機関とのネットワーク会議等を通じ
て、連携を推進。

圏域内での急性期対応は、「一次脳卒中セ
ンター」である京都山城総合医療センター
を中心としつつ、緊急性・専門性が高い治療
は府内一円での医療提供体制の構築を推
進

糖
尿
病

特定健診受診率の更なる向上、特定保健指
導体制の充実＜再掲＞

脳
卒
中

特定健診受診率の更なる向上、特定保健指
導体制の充実

拡充された圏域内の回復期機能を活用し、
身体機能の早期改善のための集中的なリハ
ビリテーションを住み慣れた地域で受けられ
る体制の充実

圏域内での急性期対応は、京都山城総合医
療センターを中心としつつ、緊急性・専門性
が高い治療は府内一円での医療提供体制
の構築を推進

拡充された圏域内の回復期機能を活用し、
合併症や再発予防、在宅復帰のためのリハ
ビリテーションを住み慣れた地域で受けられ
る体制の充実＜再掲＞

特定健診受診率の更なる向上、特定保健指
導体制の充実＜再掲＞

継続的なリハビリテーションの提供のため、
圏域内での「顔の見える関係」を活かし
た病院、かかりつけ医、かかりつけ歯科医、
かかりつけ薬剤師、介護サービス事業者
等による連携体制の一層の強化＜再掲＞

糖尿病性腎症の重症化予防のため、医療保
険者、地区医師会、専門医療機関等と連携
し、未受診者や治療中断者に対する受診勧
奨、ハイリスク者に対する保健指導体制の
充実

患者の病状を維持、改善を図るため、かかり
つけ医と糖尿病あるいは腎臓病専門医等
の連携体制の充実

対策の方向
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事項 進捗状況（令和６年度～）

◆入院を必要としないが自宅での対応が困難な精神障害者の受入先について「地域
生活支援拠点の整備」を主題として、山城南圏域障害者自立支援協議会地域生活支
援部会で協議を実施。管内の短期入所事業者に対して地域生活支援拠点の説明を行
い、支援拠点への登録を進めている。

◆医療機関とは個別の支援を通じて連携を取っている。「相互に顔の見える関係づく
り」を意識し、入院が必要な際には保健所から連絡をして積極的に入院受入をしても
らっている（令和６年度３事例）。また、嘱託医の所属医療機関である奈良市の五条山
病院とも、入院が必要な事例については連携を取っている。

◆管内市町村で行われている重層的支援会議に参加。特に高齢の両親と一緒に住ん
でいる精神障害者（疑い含む）の子の支援等について、関係者と協議を行って「家族丸
ごと」の支援を行っている。

◆保健所嘱託医（精神科医）による、精神保健福祉相談を実施（年１８回）。市町村や
地域包括支援センター等と協力し、主に未治療者や治療中断者への来所や訪問によ
る相談を行っている。

◆山城南圏域障害者自立支援協議会地域生活支援部会にて、面的整備の協議を実
施。圏域内にある短期入所の施設に協力を求めている。

◆９月（自殺予防週間）及び３月（自殺対策強化月間）に、保健所内に啓発物品を配
架。また、管内市町村に啓発物品を送付し、普及啓発活動の実施を依頼。

◆「山城南地域包括ケア推進ネット」（平成26年設置）が、市町村における認知症対策
や在宅療養、多職種連携などの取組を推進
  ・「きづがわねっと」主催の講演会等への参加及び講師等後方支援
　・若年性認知症研修会の実施等従事者の理解促進と対応力強化
　・「山城南オレンジロードつなげ隊」の活動推進
　　（研修や各種イベント啓発活動を支援や府民への認知症に対する啓発を実施）

◆認知症疾患医療センター（府指定：京都山城総合医療センター）における看護師、精
神保健福祉士による専用電話での本人・家族・医療関係者等からの相談に対応。ま
た、状況に応じて受診調整や認知症に関する情報提供、関係機関との連絡調整を実
施

◆認知症カフェ（山城南医療圏内に１２か所）において、認知症の不安がある本人やそ
の家族、医療やケアの専門職、地域の方々が集い、交流が深められるよう取組を推
進。特に、令和6年度は、認知症当事者による実践研修「まあいいかカフェ」を開催
（R6.11.30 ）

◆若年性認知症の理解深める取組として、下坂厚氏の写真展を開催（R6：3箇所）。ま
た、認知症疾患医療センター（府指定：京都山城総合医療センター）と保健所が共催で
当事者が講師となった従事者研修会を実施。

認
知
症

認知症となっても本人の意思が尊重され、住
み慣れた地域で暮らし続けることができ
るよう、医療・介護・福祉の関係機関が連携
し、総合的な対策・体制の構築

関連職員等の質の向上を図るため、多職種
連携組織「きづがわねっと」とともに、「認知
症を学ぶ会」等の研修・講演会を実施

平成 30 年４月から、全市町村に認知症初
期集中支援チームを設置し、早期発見・早
期鑑別診断・早期対応ができ、途切れない
医療体制が構築できるよう、他府県、他圏
域、市町村等へ最新の情報提供等行い、広
域的支援を実施

認知症啓発部隊であるオレンジロードつな
げ隊を平成26 年度に組織し、各市町村 の
イベント等で各種啓発物の配布や街頭啓発
等を行い、すべての人が認知症を正しく理
解できるよう普及啓発等の実施

精
神
疾
患

精神障害者の受療支援、地域移行、退院後
支援等の体制整備及び人材育成

入院を要する事例については、当圏域に精
神病床がないため、圏域外の精神病床
を有する医療機関との連携強化

複合的課題を抱える精神障害者及び家族を
支える地域包括ケアシステムの構築

未治療者や治療中断者の重症化を防ぐた
め、関係機関との情報を共有し、対象者
の早期発見・早期治療の取組の推進

各市町村もしくは圏域において、精神障害に
も対応可能な地域生活支援拠点の面
的整備を促進

教育現場や住民等に対する自殺予防対策と
して、精神障害やメンタルヘルスケア
に関する理解を深めるための普及啓発活動
を実施

若年性認知症については、本人の意思を尊
重しつつ、就労や生活費、教育費等の経済
的な課題と病気そのものの医療的ケア、本
人の就労継続や社会参加等の支援を行う必
要があるため、企業に向けた「当事者の声を
聴く」研修会や啓発活動、施策（雇用継
続や就労支援）を実施

認知症疾患医療センターや若年性認知症
コーディネーターと連携し、就労支援や各種
サービスの情報提供等行い、当事者本人・
家族の声を活かした、一人ひとりの状態に
応じた生活支援の実施

対策の方向
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事項 進捗状況（令和６年度～）

府県を越えた広域搬送体制の確立

メディカルコントロール協議会等による適
正な救急体制の推進

災害医療に携わる機関同士の連携強化

在宅医療的ケア児者の個別避難計画の作
成を支援

「山城南災害医療連携協議会」を中心に、
多職種が連携する訓練の実施

医療依存度の高い患者については、平時
から関係機関・関係団体と連携し、災害時
安否確認リストを作成するとともに、医療
機関への働きかけ等を行うことにより、災
害時における安全な環境確保と適切な医
療の継続を推進

医療資源が不足している地域では、今後
の更なる高齢化が見込まれる中、訪問診
療に対応する医療機関及び訪問看護ス
テーションとの広域的な連携の推進

伊賀市と笠置町、南山城村との定住自立
圏の形成に関する協定書に基づく、医療・
健康などの生活機能の確保

◆京都山城総合医療センター、学研都市病院および京都田辺中央病院の３病院によ
る輪番により休日や平日夜間も含めた小児救急の２４時間受入体制を確保

◆小児救急フォーラムを開催により、地域住民をはじめとした関係者等に対して対応
方法（AEDの使用法）、♯8000の周知を実施（令和６年度：１回）

◆多職種連携の場である「きづがわねっと」の活動を通じて、訪問診療に対応する医
療機関や訪問看護ステーションとの連携を推進

◆在宅医療推進基盤整備費補助金の活用
（R6実績：一般診療所６、歯科診療所６）

◆山城南メディカルコントロール協議会に参画し、山城南医療圏における救急搬送体
制及び救急医療体制の向上に必要な支援を実施

◆地域の行政・災害医療関係機関と防災関係機関が「顔の見える関係」を構築し、災
害医療の連携を図るため、平成２８年１１月に「山城南災害医療連携協議会」を設立
し、定期的に協議や研修・訓練を実施
・令和６年５月山城南災害医療連携協議会を開催し、情報共有・意見交換を実施する
とともに、同協議会行政連絡会議を設置
・令和６年５月に広域災害救急医療情報システム（EMIS）入力訓練実施
・令和６年６月、９月に山城南災害医療連携協議会行政連絡会を開催し、個別避難計
画の作成について協議
　
◆京都山城総合医療センターを地域災害拠点病院に指定、災害時の保健医療提供
体制を効率的に調整するため、平成２６年３月から災害拠点病院の医師等を「地域災
害医療コーディネーター」に委嘱（２名）
・令和６年10月　京都山城総合医療センター（災害拠点病院）災害訓練実施

◆市町村の防災訓練と連携し上記協議会による災害時避難所医療連携訓練を実施
・令和６年11月木津川市防災訓練において避難所での健康調査、仮設救護所設置訓
練、情報伝達訓練を実施

◆難病患者や小児慢性疾患児のうち、電源を必要とする医療的ケア児者の安否確認
リストを作成し、台風など予測される自然災害前には対象者に注意喚起をするととも
に、個別避難計画作成に関する行政連絡会の開催など、市町村が作成を進める個別
避難計画作成の後方支援を実施

【救急医療】

救
急
医
療
・
災
害
時
医
療
・
へ
き
地
医
療

【災害時医療】

小
児
医
療

（
小
児
救
急
含
む

）

「初期救急医療体制」及び圏域を超えた「二
次救急医療体制」の運営を支援

医療機関の負担を軽減するため、「小児救
急電話相談（♯８０００）」の周知を図るととも
に、子どもの応急手当についての講習会を
通じた府民への啓発を実施

山城南圏域障害者自立支援協議会医療的
ケア部会において、在宅支援者の体制充実
に向けて地域での「介護職員等の喀痰吸引
等研修 （第三号研修）」の開催に継続的に
協力

【へき地医療】

対策の方向

山城南圏域障害者自立支援協議会におい
て、医療・保健・福祉・教育・保育等、関係
機関による多職種連携支援体制を協議し、
医療的ケア児への在宅支援体制（支援者数
の増加等）を推進

◆山城南圏域障害者自立支援協議会医療的ケア部会において部会を開催するととも
に、母子保健分野との連携体制の強化を図っている。

◆医療的ケア部会第三号研修の実績
　令和５年度：３名
　令和６年度：１３名
　令和７年度も２０名を定員として研修を実施予定。少人数を対象に丁寧な関わりを
行っていく。
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事項 進捗状況（令和６年度～）

◆感染症発生時において速やかに情報共有を実施（麻しん対応など）

◆感染症法に基づき、医療機関と協定を締結
　（R7.6.1現在：病院：３箇所、診療所：41箇所、薬局：39箇所、訪問看護ステーション：６
箇所）

◆健康危機対処計画・感染症編に基づき、研修や訓練を実施するなど平時から初動
対応ができる体制づくりを推進

◆対象者別感染症発生時の対応について研修を実施（年２回、①一般職員向け発生
時の具体的対応（汚物処理対応の演習含む）、高齢者関連施設等管理者向け結核発
生時の対応）

◆健康危機管理対処計画に基づき、訓練とともに体制づくりを推進

◆感染症発生動向調査により把握した管内の感染状況を保健所ホームページにて情
報還元（R6まで。R7より同調査の新たな疾患追加等全国的に仕組みがかわったため、
現在は、府感染症情報センターホームページにて掲載）

◆関係する従事者に対して、適切な対応に関する研修を継続するとともに、各事業や
イベントにおいて感染症の正しい知識について啓発を実施

◆「山城南母子健康包括支援推進会議」（令和元年度設置）において、妊娠期から出
産・子育て期への切れ目のない支援体制が円滑に実施されるよう関係機関との連携・
調整及び研修等を実施（令和６年度：1回）

◆山城南地域における小児在宅の看護連携会議（R６年度から京都府看護協会主催）
において、京都山城総合医療センターを拠点とした医療的ケア児の切れ目ない看護連
携体制を構築。地域におけるライフステージに応じた看護連携を基盤とした保育・教育
との多職種連携体制を構築。

◆山城南圏域障害者自立支援協議会医療的ケア部会において部会を開催するととも
に、母子保健分野との連携体制の強化を図っている。

◆医療的ケア部会第三号研修の実績
　令和５年度：３名
　令和６年度：１３名
　令和７年度も２０名を定員として研修を実施予定。少人数を対象に丁寧な関わりを
行っていく。

医
療
従
事
者

働き方改革を踏まえた医師・歯科医師・薬剤
師・看護職員等の医療従事者の就業環境改
善

特定の医師に過度の負担がかからないよ
う、かかりつけ医の複数制や多職種で在宅
医療を進められるようチーム医療体制の構
築を促進

対策の方向

周
産
期
医
療

総合周産期母子医療センターと地域周産期
母子医療センター等を中心とした広域搬送
体制や受け入れ体制の強化

早期からの医療機関、市町村、保健所との
連携により、ハイリスク妊婦や未熟児、在
宅療養児への支援

山城南圏域障害者自立支援協議会医療的
ケア部会において、在宅支援者の体制充実
に向けて地域での「介護職員等の喀痰吸引
等研修 （第三号研修）」の開催に継続的に
協力＜再掲＞

◆多職種連携の組織である「きづがわねっと」による講演会や研修会の開催を通じて
顔が見える関係づくりを推進

◆令和２年度に地域医療構想調整会議在宅医療部会を開催し、在宅医療に確実に取
り組む場合で、地域での医療体制に支障がなければ、１人の医師が複数の診療所の
管理を行うことを認める整理を行い、これまでに１件を許可

◆京都山城総合医療センターが、平成２９年１１月に山城南医療圏唯一の地域医療支
援病院の承認を受け、かかりつけ医からの紹介患者に専門的な治療・検査を行うとと
もに、治療終了後はかかりつけ医へ逆紹介を行っている。

山城南圏域障害自立支援協議会において、
医療・保健・福祉サービス等、関係機関によ
る多職種連携支援体制を協議し、医療的ケ
ア児への支援を推進

◆令和６年度京都府医療監視重点項目に医師の働き方改革を設定し、長時間労働の
医師に対する面談指導の実施及び休息時間の確保等の状況について確認（３病院）

◆学研都市病院では２４時間体制の院内保育所を併設し、子育て中の職員の定着促
進を図っている。

新
興
感
染
症
発
生
・
ま
ん
延
期
に
お
け
る
医
療

圏域内３病院、相楽医師会による情報共有
の場の設置

感染拡大時において、医療従事者や感染者
及びその家族等が不当な扱いを受けること
がないよう、平時から感染症に対する理解
が得られるよう啓発を実施

感染症発生動向調査に関するデータ還元に
よる感染症流行情報の発信

新興感染症発生・まん延時に入院・外来医
療体制を速やかに立ち上げるため、平時か
ら医療措置協定に基づく計画的な体制を整
備

医療体制を確保するために必要となる個人
防護具等について、平時から一定数を確保
できる枠組みの整備

感染拡大時の対応を円滑にするために、平
時から訓練や研修等を実施し保健所内・受
援体制を整備

高齢者施設や乳幼児施設等の従事者を対
象とした感染症対応研修会の実施

在
宅
医
療
・
介
護
の
連
携
体
制

多職種連携組織「きづがわねっと」を中心
に、在宅療養コーディネーターを活用しな
がら、地域における在宅医療・介護連携のよ
り一層の推進

働き方改革を踏まえた医師・歯科医師・薬剤
師・看護職員等の医療従事者の就業環境改
善を図るとともに、福祉・介護従事者の確
保・資質向上並びに就業環境改善を支援

特定の医師に過度の負担がかからないよう
かかりつけ医の複数制や多職種で在宅医療
を進められるようチーム医療体制の構築を
促進
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